
�愛媛県告示第１２２１号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）第６条第５項の規

定により、次のとおり大規模小売店舗内の店舗面積の合計を基準面

積以下とする旨の届出があった。

平成２０年８月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

大規模小売店舗
の名称

大規模小売店舗
の所在地

大規模小売店舗内の店舗面積の
合計が基準面積以下となる日

平田ショッピング
センターＡ敷地

松山市平田町１９０
番地外

平成２０年８月４日
平田ショッピング
センターＢ敷地

松山市平田町１６２
番地１外
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�愛媛県告示第１２２２号
土地収用法（昭和２６年法律第２１９号）第３４条の３の規定により、

次のとおり収用及び使用の手続の開始を告示する。

平成２０年８月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 起業者の名称

国土交通大臣

２ 事業の種類

一般国道５６号改築工事（伊予インター関連・愛媛県伊予市稲荷

字明見前地内から同市米湊字西ノ原地内まで及び同市下吾川字池

田地内から同市下吾川字馬塚地内まで）並びにこれに伴う市道及

び農業用水路付替工事

３ 手続が開始される土地

� 収用の手続が開始される土地

愛媛県伊予市下吾川字池田、字壱丁地及び字馬塚地内

� 使用の手続が開始される土地

愛媛県伊予市下吾川字池田、字壱丁地及び字馬塚地内

４ 手続が開始される土地を表示する図面の縦覧場所

愛媛県伊予市役所
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�愛媛県告示第１２２３号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項において準用

する同法第２０条第２項の規定に基づき、今治広域都市計画用途地域

の変更に係る都市計画の図書の写しを愛媛県庁において公衆の縦覧

に供する。

平成２０年８月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行
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�愛媛県告示第１２２４号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項において準用

する同法第２０条第２項の規定に基づき、菊間都市計画用途地域の変

更に係る都市計画の図書の写しを愛媛県庁において公衆の縦覧に供

する。

平成２０年８月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行
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�愛媛県告示第１２２５号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

北条市土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任した旨の

届出があった。

平成２０年８月１９日

愛媛県中予地方局長 梅 木 要

就 任

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 渡 部 正 幸 松山市才之原甲２３２番地

〃 玉 井 良 幸 松山市院内甲２６９番地

〃 井 手 順 二 松山市北条８７３番地

〃 松 本 茂 樹 松山市苞木甲３１７番地

〃 沼 田 秀 敏 松山市和田乙６３番地２号

〃 猪 木 優 松山市佐古甲２５１番地

〃 白 石 資 治 松山市府中２６０番地

〃 田 中 清 一 松山市八反地甲１０４番地

〃 渡 部 一 正 松山市猿川甲４２０番地

〃 尾 上 和 紀 松山市浅海原甲１０４０番地１号

〃 田 中 敬 郎 松山市浅海本谷甲３７８番地

〃 荻 山 民 之 松山市庄甲７８５番地

〃 中 原 安 彦 松山市大浦７３７番地

監 事 原 長 久 松山市常竹甲２１１番地

〃 村 上 明 松山市片山甲３６８番地１号
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〃 荻 山 英 俊 松山市下難波甲７１５番地

退 任

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 渡 部 正 幸 松山市才之原甲２３２番地

〃 玉 井 良 幸 松山市院内甲２６９番地

〃 井 手 順 二 松山市北条８７３番地

〃 山 田 敏 一 松山市鹿峰２１９番地

〃 有 田 芳 雄 松山市小川甲６４１番地

〃 猪 木 優 松山市佐古甲２５１番地

〃 永 井 秋 俊 松山市柳原４２２番地

〃 田 中 清 一 松山市八反地甲１０４番地

〃 白 石 忠 治 松山市立岩米之野甲２６４番地

〃 横 山 勝之進 松山市浅海本谷甲３５４番地５号

�������
�愛媛県告示第１２２６号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第４８条第１項の規定により、

松山市馬木町土地改良区から認可申請のあった土地改良事業（維持

管理）の計画の変更を平成２０年８月４日認可した。

平成２０年８月１９日

愛媛県中予地方局長 梅 木 要

�愛媛県告示第１２２７号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成２０年８月１９日

愛媛県中予地方局長 梅 木 要

�愛媛県告示第１２２８号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成２０年８月１９日

愛媛県中予地方局長 梅 木 要

�愛媛県告示第１２２９号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成２０年８月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

〃 上 田 正 松山市浅海原甲１番地１号

〃 高 橋 教 之 松山市上難波甲７５８番地

〃 川 端 利 典 松山市下難波甲８６０番地

監 事 牧 野 昌 三 松山市八反地甲１４２番地２号

〃 木 本 宏 松山市小山田甲６４９番地１号

〃 横 山 剛 松山市浅海本谷甲３８８番地

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２０中局建（開）第２６号

平成２０年８月８日
東温市南野田字天神４４３番２

東温市南野田４７５番地

山 崎 幸 治

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２０中局建（開）第２７号

平成２０年８月８日
伊予市中村字道添甲１１番２及び甲１２番１４

伊予市中村甲４２９番地

山 田 清 孝

山 田 千 織

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－１７）第５２８３号 平成１７年
６月１５日 ㈱男山建設 松下 恵美 北宇和郡鬼北町大字東仲

８１０－１
平成２０年
７月２日

土木工事業
建築工事業
管工事業
水道施設工事業

建設業の廃止

（般－１７）第９８７３号 平成１７年
７月１７日 中西板金店 中西 一紀 宇和島市別当１－１－６ 平成２０年

７月９日 板金工事業 建設業の廃止

（般－１８）第４０４５号 平成１８年
７月５日 ㈲沖浦建設 渡壁 新八 大洲市長浜町沖浦丙２２９１

－１
平成２０年
７月１４日 建築工事業 建設業の廃止

（般－１６）第２９１１号 平成１７年
３月４日 久保田建設㈲ 久保田敏行 大洲市菅田町菅田甲１８５７

－１０
平成２０年
７月１６日 土木工事業 建設業の廃止

愛 媛 県 報平成２０年８月１９日 第１９９１号
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監 査 公 表

�公表第２７号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により、

措置を講じた旨の通知があったので、次のとおり公表する。

平成２０年８月１９日

愛媛県監査委員 壺 内 紘 光

同 白 石 友 一

同 田 中 多佳子

同 明 比 昭 治

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

保 健 福 祉 課 平成１９年１１月８日

子 育 て 支 援 課 平成１９年１０月３０日

�愛媛県告示第１２３０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局八幡浜土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２０年８月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１２３１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局八幡浜土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２０年８月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

（特－１８）第２３７号 平成１８年
９月２５日 一若建設㈱ 中畑 健右 宇和島市和霊町１２５０ 平成２０年

７月２２日

建築工事業
管工事業
鉄筋工事業
造園工事業

建設業の廃止
（一部）

（般－１７）第９０４号 平成１７年
１２月１３日 ㈱末廣建設 大内 将伸 宇和島市保田甲９８３－５ 平成２０年

７月２２日 管工事業 建設業の廃止
（一部）

（般・特－１９）第１１８８号 平成１９年
８月８日 福森工業㈱ 福森 建樹 喜多郡内子町本川２９８５ 平成２０年

７月２４日

土木工事業
とび・土工工事業
石工事業
管工事業
鋼構造物工事業
舗装工事業
しゅんせつ工事業
塗装工事業
造園工事業
水道施設工事業

建設業の廃止

（般－１８）第２０５３号 平成１８年
９月７日 船田建設㈱ 船田 五男 宇和島市津島町高田乙２５

７
平成２０年
７月２８日

管工事業
造園工事業

建設業の廃止
（一部）

（般－１７）第１４６６２号 平成１７年
１２月７日 若宮建工㈲ 若宮 克也 西予市城川町古市３３１４ 平成２０年

７月２８日 建築工事業 建設業の廃止

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 野佐来八幡浜線
八幡浜市川之内３番耕地６番２から

３番耕地１７番１地先まで

旧 ６．２～８．０ ０．０６５

新 ８．２～２６．６ ０．０６５

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 野佐来八幡浜線
八幡浜市川之内３番耕地６番４から

３番耕地１７番１地先まで
平成２０年８月１９日

建 築 住 宅 課 平成１９年１０月９日

（監査の結果）

１ 看護職員修学資金貸付金償還金については、納期限内の収入確保に

努めるとともに、滞納繰越額の縮減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１８年度 ８２２，０００ ３７８，０００ １，２００，０００

１７年度 ５７２，０００ １２６，０００ ６９８，０００

差引増減 ２５０，０００ ２５２，０００ ５０２，０００

（保健福祉課）

２ 児童扶養手当返還金及び児童扶養手当の過誤払金については、納期

限内の収入確保に努めるとともに、滞納繰越額の縮減に、より一層

愛 媛 県 報平成２０年８月１９日 第１９９１号
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努められたい。

（児童扶養手当返還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１８年度 １，１０２，１２０ ２８，８２３，５３０ ２９，９２５，６５０

１７年度 １，７５０，１７０ ２７，０７３，３６０ ２８，８２３，５３０

差引増減 △６４８，０５０ １，７５０，１７０ １，１０２，１２０

（児童扶養手当の過誤払金）

区 分 収入未済額（円） 備 考

１８年度 ８３，４４０

１７年度 １，１０２，１２０

差引増減 △１，０１８，６８０

（子育て支援課）

３ 母子寡婦福祉資金特別会計における母子寡婦福祉資金貸付金償還金

については、納期限内の収入確保に努めるとともに、滞納繰越額の縮

減に、より一層努められたい。

（母子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１８年度 １９，６８９，３７０ １１２，５５７，７１３ １３２，２４７，０８３

１７年度 １８，３９２，０２３ １００，０４３，８５３ １１８，４３５，８７６

差引増減 １，２９７，３４７ １２，５１３，８６０ １３，８１１，２０７

（寡婦福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１８年度 １，４８５，０９２ １４，８５２，３０２ １６，３３７，３９４

１７年度 １，３１３，４７８ １４，２７３，３２９ １５，５８６，８０７

差引増減 １７１，６１４ ５７８，９７３ ７５０，５８７

（子育て支援課）

４ 住宅貸付損害金については、納期限内の収入確保に努めるとともに、

滞納繰越額の縮減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１８年度 ３，１７２，４９３ ２１，５２９，２６９ ２４，７０１，７６２

１７年度 ３，４４１，０１２ １８，０８８，２５７ ２１，５２９，２６９

差引増減 △２６８，５１９ ３，４４１，０１２ ３，１７２，４９３

（建築住宅課）

（措置の内容）

１ 看護職員修学資金貸付金償還金については、債務者に経済的余裕が

ないため、１８年度末で９件１，２００，０００円（件数は納入通知件数）の未

収金が生じているものである。償還指導に努めた結果、１９年度中に７

件９４８，０００円が償還され、２０年３月末現在の滞納繰越に係る未収金額

は２件２５２，０００円となったが、１９年度に新たに２件２５２，０００円の未収

金が発生したことから、２０年３月末現在の未収金総額は４件５０４，０００

円（納入義務者１名）となっている。

今後とも引き続き償還指導に努めたい。

（保健福祉課（現所管：医療対策課））

２ 児童扶養手当返還金については、過払金返納対象者に対して同手当

の受給資格喪失等に伴う返還金が発生していることを市町を通じて十

分説明するとともに、前年度から滞納となっている者については、督

促状及び催告書の送付など納入指導に努めた結果、５７５，５７０円を回収

したが、平成１９年度末現在で１８年度からの繰越分８３，４４０円（過誤払金

戻入未収額）を含め２５，７３３，６６０円が未納となっている。

１８年度に発生した過誤払金の戻入未済額８３，４４０円については、債務

者に対し、発覚時に戻入通知書、１９年度繰越時に納入通知書を発送し、

債務の通知を行うとともに、１９年１０月２５日に督促状を送付したが、障

害年金のみの収入しかなく、生活苦を理由に平成２０年５月末時点で未

納となっている。

また、１９年度においても過誤払金１，４５１，３８０円が発生し、１，２０１，０

６０円は年度内に回収したものの、２５０，３２０円が未納となっている。こ

のため、引き続き市町を通じた納入指導や電話による督促などに努め

たい。

なお、返還金及び過誤払金については、主に受給者の受給資格に関

する届出遅延により発生していることから、市町に対して受給者に対

する現況届や資格喪失届の提出指導、関係部門との連携及び関係公簿

等の確認について周知徹底を図り、返還金発生の未然防止に努めたい。

（子育て支援課）

３ 母子寡婦福祉資金特別会計における貸付金償還金については、資金

の貸付申請時において母子自立支援員による制度の十分な説明と適正

な償還計画の指導を行うとともに、償還開始直前には必要に応じて借

受者に償還が始まる旨を連絡するなど、適期収入に努めた。

滞納となったものについては、督促状の送付、滞納状況に関する通

知及び本人又は保証人への電話、訪問を行うなど償還指導に努めた。

その結果、前年度からの滞納繰越分１４８，５８４，４７７円のうち、６，４３２

，２６３円が１９年度内に納入されたが、１９年度償還分２２，５０２，４１０円が未収

となったことから、１９年度末の収入未済額は１６４，６５４，６２４円となって

おり、引き続き収入確保と滞納繰越額の縮減に努めたい。

（子育て支援課）

４ 平成１８年度末時点における住宅貸付損害金（５８名２４，７０１，７６２円、併

せて滞納している住宅貸付料２７，８０３，０８０円）の滞納者に対しては、住

宅貸付料滞納分とともに催告通知、訪問指導等を行い、未収金の回収

に努めた。

平成１９年度においては、住宅貸付損害金については、２名５９８，４７７

円の納入があり、住宅貸付料については１名４２８，４００円の納入があっ

た。また、新たに住宅貸付損害金の未収が７名２，９９４，４６７円発生（住

宅貸付料については、３，８６０，２００円）したことから、収入未済額は平

成１９年度末現在で住宅貸付損害金２７，６９６，２２９円（併せて滞納している

住宅貸付料３１，６６３，２８０円）となった。

今後は、家賃滞納額の５０パーセント以上を占める退去者滞納家賃に

ついて、その収納業務の民間委託を事業化して取組を強化するととも

に、引き続き地方局と連携しながら収納の確保に努めたい。

区分

収入未済額（円）

住宅貸付損害金
住宅貸付損害金
請求者に係る住
宅貸付料

計

平成１９年度末現在 ２７，６９６，２２９ ３１，６６３，２８０ ５９，３５９，５０９

平成１８年度末現在 ２４，７０１，７６２ ２７，８０３，０８０ ５２，５０４，８４２

差引増減 ２，９９４，４６７ ３，８６０，２００ ６，８５４，６６７

（建築住宅課）
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�公表第２８号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により、

措置を講じた旨の通知があったので、次のとおり公表する。

平成２０年８月１９日

愛媛県監査委員 壺 内 紘 光

同 白 石 友 一

同 田 中 多佳子

同 明 比 昭 治

�������
�公表第２９号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により、

措置を講じた旨の通知があったので、次のとおり公表する。

平成２０年８月１９日

愛媛県監査委員 壺 内 紘 光

同 白 石 友 一

同 田 中 多佳子

同 明 比 昭 治

�������
�公表第３０号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により、

措置を講じた旨の通知があったので、次のとおり公表する。

平成２０年８月１９日

愛媛県監査委員 壺 内 紘 光

同 白 石 友 一

同 田 中 多佳子

同 明 比 昭 治

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

教 育 総 務 課 平成１９年１０月３０日

人 権 教 育 課 平成１９年１０月１０日

（監査の結果）

１ 奨学資金特別会計における奨学資金貸付金償還金については、納期

限内の収入確保に努めるとともに、滞納繰越額の縮減に、より一層努

められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１８年度 ８，２０８，０００ ７，４４８，０００ １５，６５６，０００

１７年度 ４，６７０，０００ ５，０５４，０００ ９，７２４，０００

差引増減 ３，５３８，０００ ２，３９４，０００ ５，９３２，０００

（教育総務課）

２ 地域改善対策高等学校等就学奨励費貸付金償還金については、納期

限内の収入確保に努めるとともに、滞納繰越額の縮減に、より一層努

められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１８年度 ４６，１０３，３５２ １５２，１４５，６０４ １９８，２４８，９５６

１７年度 ４６，４９７，３５１ １０８，５７４，５２７ １５５，０７１，８７８

差引増減 △３９３，９９９ ４３，５７１，０７７ ４３，１７７，０７８

（人権教育課）

（措置の内容）

１ 奨学資金貸付金償還金については、奨学生の新規採用時及び貸与終

了時に、学校長を通じ奨学金制度の趣旨や社会人になってからの奨学

金返還義務等を指導するとともに、卒業後も、納入通知書発行に先立

ち、返還を開始する者全員に事前の電話連絡により納入期限の厳守を

指導し、納期限内の収入確保に努めるとともに、滞納繰越額の縮減に

ついても、平成１６年度に配置した、督促・返還指導等を業務とする

「奨学生指導員」（非常勤嘱託）を中心に、係員が連携して未納者本

人や連帯保証人等に対して訪問や電話による返還指導を行い収入に努

めた結果、１９年度中５，１００，０００円を収納し、滞納繰越額は１０，５５６，０００

円となったが、１９年度に新たに１６２件１２，０７４，０００円の未収金が発生し

たことから、１９年度末現在の未収額は２２，６３０，０００円となった。

今後とも返還指導を徹底し、滞納繰越額の縮減に努めたい。

（教育総務課）

２ 地域改善対策高等学校等就学奨励費貸付金償還金については、関係

市町及び関係団体と密接な連携のもと期限内納入の厳守について指導

するとともに、新たに償還が開始する者及び免除期間等が満了し償還

が開始する者に対して、「返還のしおり」を配布するなど奨学金制度

の趣旨や奨学金返還の責務等について周知を図り、納期限内収入と未

収金の発生防止に努めてきた。

償還金の未納者に対しては、督促状の発行や各種通知文に未納額を

掲載して納入を促すとともに、県担当者が直接奨学生の保護者と面談

するなどして返還指導を実施した結果、１９年度中に過年度分６，１３５，２

２８円を収納し、滞納繰越額は１９２，０７４，０２９円となったが、１９年度に新

たに４６，７０３，１９８円の未収入金が発生したことから、１９年度末現在の未

収額は２３８，７７７，２２７円となっており、今後も文書の送付や市町訪問、

奨学生の保護者との面談等により、返還指導を強化徹底し、滞納繰越

額の縮減に努めたい。

（人権教育課）

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

警 察 本 部 平成１９年１１月８日

（監査の結果）

放置違反金については、納期限内の収入確保に努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１８年度 １０，０１１，０００ ０ １０，０１１，０００

１７年度 ０ ０ ０

差引増減 １０，０１１，０００ ０ １０，０１１，０００

（措置の内容）

放置違反金については、督促状の送付、電話による催告、早期の財産

調査を行い、計画的に財産の差押を実施するとともに、違反車両の道路

運送車両法に定める継続検査の拒否を行うなど、厳格かつ積極的に滞納

処分を進めた。

その結果、平成１８年度未収入金１０，０１１，０００円（６４９件）が平成１９年度

末現在で７，６５０，０００円（４９５件）となったが、平成１９年度に新たに１２，４

６８，０００円（８０６件）の未収金が発生したことから、平成１９年度末現在の

未収額は２０，１１８，０００円（１，３０１件）となった。

今後とも放置違反金の納期限内の収入確保に努めるとともに、差押等

の滞納処分を積極的に実施して収入未済額の縮減に努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

野 村 高 等 学 校 平成２０年１月８日
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し げ の ぶ 特 別 支 援 学 校 〃

歴 史 文 化 博 物 館 平成２０年１月２２日

内 子 高 等 学 校 〃

今 治 教 育 事 務 所 平成２０年１月３０日

西 条 高 等 学 校 〃

今 治 西 高 等 学 校 〃

今 治 養 護 学 校 平成２０年２月１２日

新 居 浜 工 業 高 等 学 校 平成２０年２月２２日

（監査の結果）

１ ＴＭＲラクトミックス（牛の飼料）の購入については、必要な都度、

１者見積により購入しているが、年間購入見込額が３０万円を超えてお

り、競争見積による単価契約を考慮すべきであった。

（野村高等学校）

２ 生徒（４名）に係る特別支援教育就学奨励費について、交通費の算

定誤り等により、計２４，４４０円の過誤（２４，１２５円の過支給、３１５円の支

給不足）があった。

（しげのぶ特別支援学校）

３ 職員（１４名）の超過勤務手当について、職員の休日、休暇並びに勤

務時間等に関する条例等によれば、勤務日の振替によって１週間又は

４週間の正規の勤務時間（４０時間又は１６０時間）を超えて勤務した全

時間に対して、勤務１時間当たりの給与額の１００分の２５を支給するこ

ととされているが、超過勤務命令簿の記載漏れにより、計１２２，６３６円

（平成１９年４月から１１月までの８ヵ月分）が支給不足となっていた。

（歴史文化博物館）

４ 職員（１名）の旅費について、県総合体育大会に係る生徒引率の旅

行期間が１日短縮されたにもかかわらず、当初の行程どおりに精算し

たため、１０，２７０円が過支給となっていた。

（内子高等学校）

５ 職員（１名）の住居手当について、扶養親族ではない家族が所有す

る住宅について手当を支給したため、３１，５００円（平成１９年４月から１２

月までの９ヵ月分）が過支給となっていた。

（今治教育事務所）

６ 職員（１名）の通勤手当について、通勤距離の認定誤りにより、２５

，６００円（平成１９年５月から１２月までの８ヵ月分）が、過支給となって

いた。

（西条高等学校）

７ 職員（１名）の通勤手当について、通勤距離の認定誤りにより、２０

，７００円（平成１９年４月から１２月までの９ヵ月分）が過支給となってい

た。

（今治西高等学校）

８ 生徒（７８名）に係る特別支援教育就学奨励費について、寄宿舎食費

に係る食費単価の電算入力誤り等により、計２７，０１９円の過誤（１９，４０５

円の過支給、７，６１４円の支給不足）があった。

（今治養護学校）

９ 職員（１名）の通勤手当について、通勤距離の認定誤りにより、２０

，７００円（平成１９年４月から１２月までの９ヵ月分）が過支給となってい

た。

（新居浜工業高等学校）

（措置の内容）

１ 平成１９年４月から８月の間において本校乳牛飼料（ＴＭＲラクトミ

ックス）を購入したが、当初は少量の使用を見込んでいたため１者見

積りにより予算執行していた。その後、増量する必要があったため、

結果的に３０万円を超える予算執行となった。今後は、年間必要量を精

査するとともに、愛媛県会計規則に基づき、効率的かつ適切な予算執

行に努めたい。

（野村高等学校）

２ 指摘のあった就学奨励費の支給過誤については、１１月分就学奨励費

支給時に過支給分は減額支給し、支給不足分については追給を行い是

正した。

なお、今後は算定の点検確認を十分行うとともに、就学奨励費処理

要綱に基づき正確で適正な執行に努めたい。

（しげのぶ特別支援学校）

３ 支給不足となっていた職員に、追給処理を行い、平成２０年１月に不

足分を支給した。

なお、再発防止のため、勤務日の振替により超過勤務手当が生じた

際には、勤務時間の振替簿において管理職を含め複数の職員で確認す

ることとした。

（歴史文化博物館）

４ 誤払金の返納手続をとり、平成１９年１２月に全額返納済みである。

なお、再発防止のため、各職員に対して職員の旅費に関する条例及

び職員の旅費支給等に関する規則等の周知徹底を図り、旅行の日程変

更があった場合、速やかに報告がなされるよう、校内の連絡体制を強

化した。

（内子高等学校）

５ 指摘された住居手当に関しては、人事委員会に内容を確認のうえ、

平成２０年３月に返納手続を完了した。

なお、再発防止のため、全職員の諸手当の認定内容の再確認を行う

とともに、毎月の確認を、より徹底することとした。

（今治教育事務所（現所管：東予教育事務所））

６ 過支給分については返納手続をとり、平成２０年２月に全額返納済み

である。

なお、再発防止のため、各職員に対して通勤手当の届出に当たって

の留意点を再度周知するとともに、届出の経路及び距離について再確

認するよう指導した。

また、職員の通勤手当の認定に当たっては、職員の給与に関する条

例及び職員の通勤手当の支給等に関する規則を遵守し、他の経路も徹

底調査し通勤経路及び距離を決定する。その際に複数の職員が、経路

の調査及び確認を行うことにより再発防止を図り、適正な事務処理に

努めたい。

（西条高等学校）

７ 通勤経路の認定に当たって最短経路外で算定しており、過支給分に

ついては返納手続をとり、平成２０年２月に全額返納済みである。

なお、再発防止のため、各職員に対して通勤手当の届出に当たって

の留意点を再度周知するとともに、届出の経路及び距離について再確

認するよう指導した。

また、職員の通勤手当の認定に当たっては、職員の給与に関する条

例及び職員の通勤手当の支給等に関する規則を遵守し、他の経路も徹

底調査し通勤経路及び距離を決定する。その際に複数の職員が、経路

の調査及び確認を行うことにより再発防止を図り、適正な事務処理に

努めたい。

（今治西高等学校）

８ ４月～７月分就学奨励費の支弁区分変更による追給・戻入、９月～

１１月分就学奨励費において過誤があった。過支給７７名分（１９，１８７円）

については１２月分就学奨励費で差額調整して支給し、１名（２１８円）

は退学していたため、納入通知書により戻入した。また、交通費支給

不足１名分（７，６１４円）については、１月分就学奨励費で差額調整し

た。

なお、再発防止のため、電算処理内容の十分な確認を行い、適正な

認定・支給を行うよう、チェック体制を強化した。

（今治養護学校）

９ 過支給分については返納手続をとり、平成２０年３月に全額返納済み

である。

なお、再発防止のため、各職員に対して通勤手当の届出に当たって
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の留意点を再度周知するとともに、届出の経路及び距離について再確

認するよう指導した。

また、職員の通勤手当の認定に当たっては、職員の給与に関する条

例及び職員の通勤手当の支給等に関する規則を遵守し、他の経路も徹

底調査し通勤経路及び距離を決定する。その際に複数の職員が、経路

の調査及び確認を行うことにより再発防止を図り、適正な事務処理に

努めたい。

（新居浜工業高等学校）

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

今 治 地 方 局 健 康 福 祉 環 境 部 平成１９年７月３１日

宇 和 島 地 方 局 総 務 県 民 部 〃

宇 和 島 地 方 局 建 設 部 平成１９年８月２日

西 条 地 方 局 総 務 県 民 部 平成１９年８月２８日、
平成１９年８月２９日

西 条 地 方 局 建 設 部 平成１９年８月２９日

八 幡 浜 地 方 局 総 務 県 民 部 平成１９年９月４日

松 山 地 方 局 総 務 県 民 部 平成１９年９月１０日

松 山 地 方 局 健 康 福 祉 環 境 部 〃

松 山 地 方 局 産 業 経 済 部 平成１９年９月１０日、
平成１９年９月１１日

松 山 地 方 局 建 設 部 平成１９年９月１１日

（監査の結果）

１ 母子寡婦福祉資金特別会計における母子寡婦福祉資金貸付金償還金

については、納期限内の収入確保に努めるとともに、滞納繰越額の縮

減に、より一層努められたい。

（母子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１８年度 １，７５０，４４８ １，７９８，７００ ３，５４９，１４８

１７年度 １，５９２，８００ ３５５，８００ １，９４８，６００

差引増減 １５７，６４８ １，４４２，９００ １，６００，５４８

（寡婦福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１８年度 １３８，４６５ ８５，０８８ ２２３，５５３

１７年度 ８５，０８８ １０２，２７０ １８７，３５８

差引増減 ５３，３７７ △１７，１８２ ３６，１９５

（今治地方局健康福祉環境部）

２ 県税については、納期限内の収入確保に努めるとともに、滞納繰越

額の縮減に努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１８年度 ６０，４０４，７６９ １２６，４４６，３６０ １８６，８５１，１２９

１７年度 ７０，６４６，７７０ １６０，２４３，４０５ ２３０，８９０，１７５

差引増減 △１０，２４２，００１ △３３，７９７，０４５ △４４，０３９，０４６

（宇和島地方局総務県民部）

３ 県営住宅貸付料については、納期限内の収入確保に努めるとともに、

滞納繰越額の縮減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１８年度 １，０９５，４００ ５１６，２００ １，６１１，６００

１７年度 １，１１７，０００ ８２，６００ １，１９９，６００

差引増減 △２１，６００ ４３３，６００ ４１２，０００

（宇和島地方局建設部）

４ 県税については、納期限内の収入確保に努めるとともに、滞納繰越

額の縮減に一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１８年度 ２００，９３１，７１３ ４４９，６５８，６２９ ６５０，５９０，３４２

１７年度 ２５５，３６０，８９３ ３９５，３３３，６０５ ６５０，６９４，４９８

差引増減 △５４，４２９，１８０ ５４，３２５，０２４ △１０４，１５６

（西条地方局総務県民部）

５ 県営住宅貸付料については、納期限内の収入確保に努めるとともに、

滞納繰越額の縮減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１８年度 ２，０６０，３００ ３１３，５００ ２，３７３，８００

１７年度 ４５９，８００ ２１３，１００ ６７２，９００

差引増減 １，６００，５００ １００，４００ １，７００，９００

（西条地方局建設部）

６ 県税については、納期限内の収入確保に努めるとともに、滞納繰越

額の縮減に一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１８年度 ６３，７６４，５３４ １３７，１８４，４７１ ２００，９４９，００５

１７年度 ６３，８６０，２５８ １４１，２６１，８９４ ２０５，１２２，１５２

差引増減 △９５，７２４ △４，０７７，４２３ △４，１７３，１４７

（八幡浜地方局総務県民部）

７ 県税については、納期限内の収入確保に努めるとともに、滞納繰越

額の縮減に一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１８年度 ５４９，２０１，６６４１，７０４，７９９，６６０２，２５４，００１，３２４

１７年度 ６７２，２４３，５０８２，２０９，６１３，３７５２，８８１，８５６，８８３

差引増減 △１２３，０４１，８４４ △５０４，８１３，７１５ △６２７，８５５，５５９
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（松山地方局総務県民部）

８ 母子寡婦福祉資金特別会計における母子寡婦福祉資金貸付金償還金

については、納期限内の収入確保に努めるとともに、滞納繰越額の縮

減に、より一層努められたい。

（母子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１８年度 ３７５，６１２ ３，５４１，６２６ ３，９１７，２３８

１７年度 ４９０，１３３ ３，３６３，３８３ ３，８５３，５１６

差引増減 △１１４，５２１ １７８，２４３ ６３，７２２

（寡婦福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１８年度 １２８，４００ １，６３１，３１９ １，７５９，７１９

１７年度 １７０，６８４ １，５４６，２３５ １，７１６，９１９

差引増減 △４２，２８４ ８５，０８４ ４２，８００

（松山地方局健康福祉環境部）

９ 違約金（工事請負契約に伴うもの。）については、適切な債権管理

が望まれる。

調定年度 収入未済額（円） 備 考

１３年度 ３，９６５，０００

計 ３，９６５，０００

（松山地方局産業経済部）

１０ 県営住宅貸付料については、納期限内の収入確保に努めるとともに、

滞納繰越額の縮減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１８年度 １７，７７１，７００ ４２，８８６，５８０ ６０，６５８，２８０

１７年度 １５，９７３，０００ ４１，３２９，６８０ ５７，３０２，６８０

差引増減 １，７９８，７００ １，５５６，９００ ３，３５５，６００

（松山地方局建設部）

１１ 違約金（工事請負契約に伴うもの。）については、適切な債権管理

が望まれる。

調定年度 収入未済額（円） 備 考

１３年度 ９７０，１５０

計 ９７０，１５０

（松山地方局建設部）

（措置の内容）

１ 母子寡婦福祉資金特別会計における貸付金償還金については、資金

の貸付申請時において母子自立支援員による制度の十分な説明と適正

な償還計画の指導を行うとともに、償還開始直前には必要に応じて借

受者に償還が始まる旨を連絡するなど、適期収入に努めた。

滞納となったものについては、督促状の送付、滞納状況に関する通

知及び本人又は保証人への電話、訪問を行うなど償還指導に努めた。

その結果、前年度からの滞納繰越分３，７７２，７０１円のうち、２２８，６９９

円が１９年度内に納入されたが、１９年度償還分２，２６８，３７９円が未収とな

ったことから、１９年度末の収入未済額は５，８１２，３８１円となっており、

引き続き収入確保と滞納繰越額の縮減に努めたい。

（今治地方局健康福祉環境部（現所管：東予地方局健康福祉環境部））

２ 滞納となったものについては、愛媛県徴収確保対策本部において滞

納整理方針及び数値目標を策定して計画的な滞納整理に努めるととも

に、滞納整理強化月間の設定、夜間・休日の電話催告、臨戸納税指導、

差押の早期着手と換価処分の促進、局独自文書催告などを実施し、滞

納整理に努力した結果、平成１９年度に繰り越した未収入金１８６，８５１，１

２９円が平成２０年３月３１日現在で１１８，５０３，９２１円に減少した。

平成１９年度課税分については、自動車税納期内納付キャンペーン

（街頭啓発活動、出張収納窓口の開設等）や、口座振替の推進、広報

等による啓発などにより納期内自主納税の促進に努めたが、個人県民

税が税源移譲と定率減税廃止により約１．８倍に増額となった影響によ

り未収金が増加したため、出納閉鎖時の未収金は１０２，４１８，５５２円とな

り、前年度に比べて４２，０１３，７８３円増加した。

今後も、納税秩序を確立し、税収の確保を図るため、県税の納期限

内の収入確保とともに滞納繰越分の整理に努めたい。

（宇和島地方局総務県民部（現所管：南予地方局総務企画部））

３ 県営住宅貸付料については、平成１８年度末時点で１，６１１，６００円（８

名）の収入未済額があった。滞納者及び保証人に対し、督促状の送付、

呼出し、訪問等を行い納付指導に努めた結果、５５６，６００円（７名）の

納入があったが、１９年度新たに１，０２１，４００円（１７名）が未収となった

ことから、平成１９年度末現在の収入未済額は２，０７６，４００円（２０名）と

なった。

この内、９９９，６００円を滞納している１名について、平成１９年３月３１

日に入居許可を取り消した上、明渡し及び損害賠償の請求訴訟を行い、

平成１９年７月２４日に勝訴し、その後、強制執行予定前の、平成１９年１１

月３０日に、自ら退去した。

今後とも住宅貸付料の納期限内の収入確保に努めるとともに、滞納

繰越額の回収に努めたい。

（宇和島地方局建設部（現所管：南予地方局建設部））

４ 滞納となったものについては、愛媛県徴収確保対策本部において滞

納整理方針及び数値目標を策定して計画的な滞納整理に努めるととも

に、滞納整理強化月間の設定、夜間の滞納整理、差押の早期着手と換

価処分の促進などを実施し、滞納整理に努力した結果、平成１９年度に

繰り越した未収入金６５０，５９０，３４２円が平成２０年３月３１日現在で３２２，９

９６，２０４円に減少した。

平成１９年度課税分については、「自動車税納期内納付キャンペーン

（街頭啓発活動、出張収納窓口の開設等）や、口座振替の推進、納税

貯蓄組合の育成指導、広報等による啓発」などにより納期内自主納税

の促進に努めたが、国から地方への税源移譲の初年度に当たる今年度

は特に、個人県民税の未収入金が増加したため、出納閉鎖時の未収入

金は２９３，２５０，９７９円となっており、前年度に比べて９２，３１９，２６６円増加

した。

今後も、納税秩序を確立し、税収の確保を図るため、県税の納期限

内の収入確保とともに滞納繰越分の整理に努めたい。

（西条地方局総務県民部（現所管：東予地方局総務企画部））

５ 県営住宅貸付料については、平成１８年度末時点で２，３７３，８００円（３６

名）の収入未済額があった。滞納者及び保証人に対し、督促状の送付、

呼出し、訪問等を行い納付指導に努めた結果、１，６２６，２００円（２８名）

の納付があったが、１９年度新たに３，２３６，２００円が未収となったことか

ら、平成１９年度末現在の収入未済額は３，９８３，８００円となった。

今後とも住宅貸付料の納期限内の収入確保に努めるとともに、滞納

繰越額の回収に努めたい。

（西条地方局建設部（現所管：東予地方局建設部））

６ 滞納となったものについては、愛媛県徴収確保対策本部において滞

納整理方針及び数値目標を策定して計画的な滞納整理に努めるととも

に、１２月の年末滞納クリーンアップ月間の設定、夜間・休日の滞納整

理、差押の早期着手と取立ての促進、色付き封筒（イエローカード、
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�愛媛県選挙管理委員会告示第４０号
平成２０年１０月２４日任期満了に伴う伊予郡大谷池土地改良区総代選

挙について、その事務を管理する選挙管理委員会を次のとおり指定

する。

平成２０年８月１９日

愛媛県選挙管理委員会委員長 西 � 健

伊予市選挙管理委員会

レッドカード）による催告などを実施し、滞納整理に努力した結果、

平成１９年度に繰り越した未収金２００，９４９，００５円が平成２０年３月３１日現

在で１２９，９８７，５５２円に減少した。

平成１９年度課税分については、自動車税納期内納付キャンペーン

（街頭啓発活動、出張収納窓口の開設等）や口座振替の推進、納税貯

蓄組合の育成指導、広報等による啓発などにより納期内自主納付の促

進に努めたものの、個人県民税の調定が税源移譲により増加したため、

出納閉鎖時の未収金は１０９，７９１，５０２円となり、前年度に比べて４６，０２６

，９６８円増加した。

今後も、納税秩序を確立し、税収の確保を図るため、県税の納期限

内の収入確保とともに滞納繰越分の整理に努めたい。

（八幡浜地方局総務県民部（現所管：南予地方局総務企画部））

７ 滞納となったものについては、愛媛県徴収確保対策本部において滞

納整理方針及び数値目標を策定して計画的な滞納整理に努めるととも

に、滞納整理特別対策月間として「年末滞納クリーンアップ月間」等

を設定し、一斉文書催告、電話催告等を行う一方、自動車のタイヤロ

ックによる差押をはじめ、給与・預貯金・生命保険等の積極的な差押、

さらにインターネットを利用した公売等の換価処分を実施するなど滞

納整理に努力した結果、松山地方局管内において平成１９年度に繰り越

した未収入金２，２５４，００１，３２４円が平成２０年３月３１日現在で１，４６８，４０５

，９５８円に減少した。平成１９年度課税分については、「自動車税納期内

納付キャンペーン」（街頭啓発活動、出張収納窓口の開設等）や、口

座振替の推進、広報等による啓発などにより納期内自主納税に努めた

が、住民税の税源移譲に伴う個人県民税の収入歩合の悪化等もあり、

出納閉鎖時の未収金は７７３，９００，５２２円（うち個人県民税４５２，１８１，２０２

円）となっており、前年度に比べて２２４，６９８，８５８円増加した。

今後とも、納税秩序を確立し、税収の確保を図るため、県税の納期

限内の収入確保を図るとともに、早期の滞納処分の着手及び愛媛地方

税滞納整理機構との一層の連携強化等により、滞納繰越分の整理に努

めたい。

（松山地方局総務県民部（現所管：中予地方局総務企画部））

８ 母子寡婦福祉資金特別会計における母子寡婦福祉資金貸付金償還金

については、資金の貸付申請時において、母子自立支援員と連携して、

制度の説明と適正な償還計画の指導、貸付決定時における連帯保証人

への貸付決定通知を行うほか、償還開始直前には借主に償還が始まる

旨を通知し、口座振替を勧めるなど納期限内の収入確保に努めるとと

もに、納付がなかった者に対しては、督促状の発送、借主若しくは連

帯保証人への電話や訪問による督促を行うなど償還指導に努めた。

その結果、前年度からの繰越滞納額５，６７６，９５７円に対し、５２７，６８４

円の償還（償還率９．３％）となっており、滞納者１５名中９名から一部

納入を得ることができた。

しかしながら、借主の疾病等により、生活に困窮し償還できない者

が多く、平成１９年度末時点の償還未済額は５，９１８，４７０円となった。

この貸付金償還金は、本特別会計における貸付金の財源であること

から、今後とも、借主の生活状況に応じた適切な償還指導により、納

期限内の収入確保に努めるとともに、滞納繰越額の縮減に努めたい。

（松山地方局健康福祉環境部（現所管：中予地方局健康福祉環境部））

９ Ａ社の違約金については、平成１５年２月７日、同社が破産宣告を受

けたため、平成１５年２月２５日に「債権届出書」を松山地方裁判所に提

出した。

その後、破産者の資産（油圧ショベル４台）を占有する別の債権者

と破産管財人との間で、資産の所有権をめぐり係争となり、２審で当

該債権者が破産管財人側に２５０万円を支払うことで平成１９年３月に和

解した。

この結果、２５０万円の収納を受けて平成１９年９月２０日破産管財人か

ら配当措置が行われたが、破産管財人報酬、国税への配当等が優先さ

れ、違約金債権への配当はなかった。（平成１９年１０月１７日破産廃止決

定、同年１０月２３日法人登記簿閉鎖）

今後は、適切な債権管理を行いたい。

（松山地方局産業経済部（現所管：中予地方局産業経済部））

１０ 県営住宅貸付料については、平成１８年度末時点で６０，６５８，２８０円（７

２９名）の収入未済額があった。滞納者及び保証人に対し、督促状の送

付、呼出し、訪問等を行い納付指導に努めた結果、１５，９５１，３００円（２

８０名）が納付され、４，３４９，９００円（２４名）を不能欠損処分したが、１９

年度新たに１８，７７３，４００円が未収となったことから、平成１９年度末現在

の収入未済額は５９，１３０，４８０円となった。

今後とも住宅貸付料の納期限内の収入確保に努めるとともに、滞納

繰越額の回収に努めたい。

（松山地方局建設部（現所管：中予地方局建設部））

１１ 違約金の納入義務者であるＡ社は、１５年２月７日に松山地方裁判所

から破産宣告を受け、破産手続中であったが、１９年７月１１日、破産管

財人から松山地裁へ「任務終了の計算報告書」の提出があった。

債権回収できたものは、管財人報酬及び公租公課に充当され、一般

債権への配当はなかった。

なお、同社は、同年１０月１７日に破産廃止確定、同２３日付けで破産廃

止登記がなされ、即日、登記簿閉鎖となった。

今後、同社の資力調査を行うなど適切に対応していきたい。

（松山地方局建設部（現所管：中予地方局建設部））
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